
区分
（重点・非予算）

1政策 施策

重点事業

12 事業

担当部局
・課室名

経済商工観光部
新産業振興課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

平成19年度 事業分析シート

継続

事業名 先端・基盤技術高度化支援事業（再掲）

県，大学等の学術研究機関と地元企業など，産学官
連携による技術の普及を目指します。特に企業のもの
づくり基盤技術の高度化を図るため，県内の学術研
究機関が連携し，技術相談・支援を行っています。

施策番号・
施策名

評価対象年度

2 産学官の連携による高度技術産業の集積促進
区分

（新規・継続）

年度

手段
（何をしたの
か）

①基盤技術高度化支援センター運営　　②基盤
技術の高度化に向けた相談及び活動支援　　③
MEMSﾊﾟｰｸｺﾝｿｰｼｱﾑの運営補助④MEMSﾊﾟｰｸｺ
ﾝｿｰｼｱﾑで実施する情報共有・発信，ネットワー
ク構築等への支援　　【MEMSﾊﾟｰｸｺﾝｿｰｼｱﾑ：仙
台地域に蓄積されたMEMS技術を活かし，基盤
技術の確立から製品化までを視野にいれた付加
価値の高いものづくりを目的に，産学官により平
成１６年１０月に設立された団体。】

活動指標名（単位）
※手段に対応
※１事業につき１指標

地域企業技術相談件数
（件）

概要

対象
(何に対して）

実績値

平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県内企業
事業費
（千円）

6,749 - -

452 -

平成20年度 平成21年度

目標値 430 625 830

指標測定年度 平成19年度

平成19年度

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

学術研究機関，産業支援機
関，産業団体等がネットワーク
を形成して効果的に連携し，
地域企業の問題解決や技術
力の向上を幅広く支援し，地
域経済の発展を図ります。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

学術研究機関と企業によ
る活動支援件数（件）

-

単位当たり
事業費

＠14.9 - -

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

評価対象年度

- -

実績値 16 - -

目標値 -

事業に関す
る社会経済
情勢等

・本県には優れた基盤技術を活用している中小企業の集積は認められるが，経済活動のグローバル化に伴う国内製造業の空洞化
等の問題に立ち向かっていくためには，なお一層の技術力の底上げと集積が求められている。このような状況に的確に対応してい
くためには先進的な設計・試作・加工・分析・測定等の「ものづくり」の基盤技術の高度化が急務である。

・地域企業の基盤技術の高度化や学術研究機関からの技術移転等のニーズ
は高く，社会経済情勢等に沿った事業といえる。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・これまで取り組んできた事業内容（企業からの技術相談へのワンストップ対
応，WEBサイトによる情報提供，技術研究会活動，セミナー等）に加え，技術
相談から共同研究，共同プロジェクト，商品化に至るまでの一貫した支援体制
を構築することにより，事業の成果を向上させることが可能と判断する。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

・県費は企業と大学等のマッチング支援等に要する旅費，需用費等，最小限
の必要経費であり，事業費削減の余地はないと判断する。

高く，社会経済情勢等 沿 事業 。
・県産業技術総合センター内の支援センターが技術相談・技術支援のワンス
トップ体制の中心的役割を担っており県は適切に関与している。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・支援センターによる技術相談件数，セミナーの開催数等が年々増加してお
り，施策の実現に貢献したと判断する。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・支援センターによる技術相談件数，セミナーの開催数等が年々増加してい
ることから，事業は効率的に執行されたと判断する。

ある程度成果
があった

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・支援センターによる技術相談件数，セミナーの開催数等が年々増加してい
ることからも地域企業の基盤技術高度化，技術移転等のニーズが継続して見
込まれると判断できるため，引き続き実施することが必要と判断する。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・これまで取り組んできた事業内容（企業からの技術相談へのワンストップ対応，WEBサイトによる情報提供，技術研究会活動，セミナー等）に加
え，技術相談から共同研究，共同プロジェクト，商品化に至るまでの一貫した支援体制を構築することが必要と判断する。

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・技術相談から技術指導，共同研究，共同プロジェクト，商品化に至るまでの一貫した支援ができる体制の構築に向けて，学術研究機関に加え，技術相談から技術指導，共同研究，共同プロジェクト，商品化に至るまでの 貫した支援ができる体制の構築に向けて，学術研究機関に加え，
新たに各種支援機関，産業団体，金融機関等の参画を得て，それぞれが有する多様な支援メニューを効果的にコーディネートし，企業支援の
ネットワーク機能をより一層充実させる。



学術機関の研究ｼｰｽﾞや企業の技術ｼｰｽﾞを活用しな
がら産学連携のもと行われる共同研究体制の構築及
びこれら共同研究に対する積極的な支援を展開し，
新事業の実用化・事業化に向けた取組を強力に推進
し，競争力のある新事業の創出を促進しています。

対象
(何に対して）

区分
（新規・継続）

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 2 産学官の連携による高度技術産業の集積促進

企業・産業団体

手段
（何をしたの
か）

・産業団体への産学官交流事
業への助成
・新分野参入促進のためのセ
ミナーの開催
・企業に対する実用化研究開
発の助成

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート 1政策

平成20年度
決算（見込）

2

事業名 地域イノベーション創出型研究開発支援事業

概要

平成21年度
決算（見込）

担当部局
・課室名

経済商工観光部
新産業振興課

ー

平成19年度
決算（見込）

年度

事業費
（千円）

11,723 ー

事業

新規 区分
（重点・非予算）

重点事業

施策 2

平成21年度

目標値 1 3 5

平成　19年度

実績値 1

平成20年度

単位当たり
事業費

@11,723 ー

ー

指標測定年度

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

産学官の連携促進による競争
力ある新事業の創出

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

ー

評価対象年度 平成19年度

目標値

実績値

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

高度電子機械産業に係
る新事業の支援件数（累
計）

平成19年度 平成20年度

平成20年度

ー

平成21年度

ー

ー

ー

ー ー ー

平成21年度

ー

指標測定年度

事業に関す
る社会経済
情勢等

・東京エレクトロンATの工場立地決定等により、高度電子機械産業において、新たなビジネスチャンスが生まれるものと、地元もの
づくり企業の期待が高まっている一方、県内企業が製品メーカー側の高い要求水準を満たす技術レベルを身につけることが急務と
なっている。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・産学官連携をベースとした新事業創出のアプローチは、現在の産業振興上
最も効果的なものとして認められており、連携を促進する事業内容は妥当なも
のである

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当 のである。
・また、企業等が主体的に取り組むべき研究開発事業等については、その一
部を助成する形態としており、関与の仕方は妥当である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
・企業に対する実用化研究開発への助成に関しては、２つの案件中、１件が
高度電子機械産業に関連するテーマであり、事業化に向けて研究成果があ
がっていることから、事業の成果はあったと判断できる。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・募集期間の確保と周知の徹底による申請数を多数確保することで、新事業
創出の可能性と経済的インパクトの高い案件（企業）への支援が可能となる。

・活動指標を高度電子機械産業に係る新事業の支援件数と掲げていることか
ら、単位当たりの事業費が大きくなっているが、事業自体は高度電子機械産
業以外にも環境関連産業分野での研究開発についても助成の対象としてい
ることから、結果として大きく出ているもので、事業自体は概ね効率的に実施
されている。

・産学官連携による研究開発等への（潜在的なものを含めた）企業ニーズの把握

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・県内中小企業等を対象とした研究開発の促進については、一定規模の資
金的支援が必要であり、成果を維持したままでの事業費の削減は困難と判断
する。

・高度技術を内包する高度電子機械産業の集積の加速化を実現するために
は、県内ものづくり企業の基盤技術を基礎とした産学連携による研究開発の
取組をできるかぎり多くの取組を支援し、市場変化に即応できるスピードで
もって新事業を創出することが不可欠である。

拡充

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・各種支援機関等との情報共有化、企業訪問等による情報収集等の強化



3

事業名 知的財産活用推進事業
担当部局
・課室名

経済商工観光部
新産業振興課

1政策 施策 2 事業

特許等を活用して開発された
競争力の高い製品を持つ企
業等を増加させる。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

知的所有権センター特許
活用支援件数（件）

手段
（何をしたの
か）

企業等からの特許等に関する
相談に対応する。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

知的所有権センター相談
件数（件）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 2 産学官の連携による高度技術産業の集積促進

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
企業等における知的財産を活用した競争力の強化と
経営の持続的発展を支援しています。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

企業等
事業費
（千円）

5,192 － －

－ －

平成20年度 平成21年度

目標値 350

単位当たり
事業費

＠6.0 － －

実績値 552

437 450

指標測定年度 平成19年度

550

実績値 348 － －

538目標値 277

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・ものづくり産業においては、特許、実用新案、意匠及び商標の産業財産権
を活用し、付加価値を高め、競争力を確保することが重要とされており、施策
の目的に沿っている

事業に関す
る社会経済
情勢等

・知的財産戦略本部が策定する「知的財産推進計画２００７」においても、「特許情報活用アドバイザー等が行う相談体制の充実」が
計画に盛り込まれており、国の施策においても重要視されている。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当 の目的に沿っている。
・「知的財産推進計画２００７」にも「特許流通活用アドバイザー等が行う相談
体制の充実」が盛り込まれており、県の関与は妥当である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

・知的財産の創造、保護、活用のサイクルを促進し、企業の知的財産についてのさまざまなニーズに対応するため、特許情報活用アドバイザーと
特許流通アドバイザーと連携を密にして事業を進める必要がある。

成果があった
・平成１９年度で５５２件の相談件数、３４８件の活用支援件数に対応すること
ができ、企業等における知的財産を活用した競争力の強化と経営の持続的
発展につながると考えられるので、施策の目的の実現に貢献したと判断する。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・平成１９年度の活用支援件数（３４８件）は、平成１８年度の件数（４３６件）に
比べて８８件減少しているが、これは特許アドバイザーの交代による要因が大
きいと考えられ、平成２０年度以降はその影響は続かないと考えられることか
ら、活用支援件数は増加することが可能であり、成果向上の余地がある。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・相談１回当たり６千円で実施することができ、事業は概ね効率的に行われて
いると判断する。

事業費削減の
余地はない

・特許流通アドバイザー、特許情報活用アドバイザー等の企業訪問等を行っ
ており、事業費を削減した場合、企業からの相談に適切に応対することが困
難となるため、事業費削減の余地はない。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・企業等からの知的財産に関する相談等のニーズが継続して見込まれること
から、次年度も引き続き同程度の事業内容で実施する。

②事業を進める上での課題等

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

特許情報活用アドバイザ 特許流通アドバイザ その他関係機関をメンバ とする定例報告会（月１回程度）を開催し 両アドバイザ の・特許情報活用アドバイザー、特許流通アドバイザーその他関係機関をメンバーとする定例報告会（月１回程度）を開催し、両アドバイザーのコ
ミュニケーションを図り、情報を共有する。



4

事業名 　起業家等育成支援事業（再掲）
担当部局
・課室名

経済商工観光部
新産業振興課

1政策 施策 2 事業

産学連携による新たな事業を
創出し，競争力のある産業とし
て支援することにより県内産業
基盤の強化を推進

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

Ｔ－Ｂｉｚ及びガレージファ
クトリー名取入居者の事
業化達成による施設退去
者数
（者・社）

手段
（何をしたの
か）

・Ｔ－Ｂｉｚ入居者への賃料補
助
・ガレージファクトリー名取の管
理運営

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

Ｔ－Ｂｉｚ及びガレージファ
クトリー名取入居支援者
数
（者・社）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

一部新規

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 2 産学官の連携による高度技術産業の集積促進

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

東北大学連携型起業家育成施設（以下「Ｔ－Ｂｉｚ」）
に入居し大学等との連携により新たな事業活動を行う
方に対し，入居賃料の補助を行ったとともに，起業家
及び中小企業の第二創業を支援するため，試作開発
型事業施設「ガレージファクトリー名取」を管理運営し
ます。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

新規事業者
（中小企業）

事業費
（千円）

6,997 ー ー

ー ー

平成20年度 平成21年度

目標値 15

単位当たり
事業費

@466.5 ー ー

実績値 15

19 23

指標測定年度 平成19年度

ー

実績値 ー ー ー

ー目標値 ー

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

項目 分析 分析の理由

①必要性

・創業間もない企業にとって固定費の負担は大きく，その負担を軽減し研究
開発に重点的に取り組んでもらうために，Ｔ－Ｂｉｚ入居者への賃料の補助は
必要な事業 ある また 試作開発型事業施設とし 貸工場を提供する と

事業に関す
る社会経済
情勢等

・県内産業基盤は，電気機械産業を中心とした生産工場が多く立地しているものの，マーケティング，営業基盤や研究開発等の本
社機能が薄く，また，世界を視野に入れた企業経営を行う地場の企業が少ない。一方，産学連携によるベンチャー創出の意欲が伝
統的に高く，加えて東北大学の実学を重んじる姿勢が強み。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
必要な事業である。また，試作開発型事業施設として，貸工場を提供すること
も創業初期の企業にとっては必要な事業である。
・Ｔ－Ｂｉｚ入居者への賃料補助については県以外に仙台市も同様に補助を
行っており，行政や産業支援機関などが密接に連携し支援を継続していくこ
とが大切であり，県の関与は妥当である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

・東北大学連携型起業家育成施設の入居者については，入居後間もないことから事業進ちょく状況について調査把握することができなかったこ
と。

成果があった
・新規創業に必要とされる施設の提供，Ｔ－Ｂｉｚ入居者については賃料の補
助を行ったことにより固定費の軽減が図られ研究開発への集中投資に貢献
することができた。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・Ｔ－Ｂｉｚ入居者への賃料補助については，補助期間の延長や補助金額の
増額などが考えられないではないが，支援を手厚くしたからといって，成果の
創出が早まるとも限らない成果向上の余地はないと考えられる。
・ガレージファクトリー名取については貸室を増設することにより支援対象が増
えることから，成果創出向上の余地があると考えられる。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・賃料への補助や施設の運営ということにと留まることなく，入居者のビジネス
に有用な他の支援メニューの活用を助言するなどの対応を行ったことにより効
率的に行われたと判断される。

事業費削減の
余地がある

・ガレージファクトリー名取の管理運営事業費については，見直しの余地はあ
るかもしれないが，毎年度削減に努めており，削減の限界もある。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・事業の分析の②有効性の分析の理由にも記載したとおり，事業の成果が現
れるには５年以上必要なことから，事業を継続する。

②事業を進める上での課題等

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・入居者に対し事業進ちょく状況ヒアリングを実施したい。
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事業名 大学等シーズ実用化促進事業
担当部局
・課室名

経済商工観光部
新産業振興課

1政策 施策 2 事業

産業廃棄物であるVOC（揮発
性有機化合物。シンナー等。）
の使用量を低減した塗装技術
が，県内企業に導入される。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

事業実施による製造品出
荷額（億円）

手段
（何をしたの
か）

研究課題「自動車部品の超臨
界塗装技術の実用化」を実施
した。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

実用化研究実施数（件）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

新規

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 2 産学官の連携による高度技術産業の集積促進

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

県の試験研究機関が主体となり，企業等と連携協力
のもと，大学等のシーズを活用した新技術を他県に先
がけ開発し実用化することによって関連産業の振興を
図ります。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県内企業
事業費
（千円）

23,591 ー ー

ー ー

平成20年度 平成21年度

目標値 1

単位当たり
事業費

＠23,591.0

実績値 1

1 1

指標測定年度 平成19年度

2

実績値 ー ー ー

ー目標値 ー

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・ＶＯＣ削減は社会的に必要なことである。
・中小企業は，新技術の研究開発に充てられる経営資源をあまり持っていな

事業に関す
る社会経済
情勢等

・大気汚染防止法及び事業者の自主的取組により，平成２２年度までにVOCの大気排出量を３割程度削減（平成１２年度比）するこ
とが目標とされている。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
中 業 ，新技術 研究開発 充 れ 経営資源 持
いため，いち早い実用化を目指すためには，県が企業等と連携して取り組む
ことが必要である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

・新たな大学等シーズを探索する必要がある。

ある程度成果
があった

・実用化に向け，以下の研究成果があがっている。
クリア塗料3種類を用い，最適な条件で塗装をすることで，希釈シンナー（有機
溶剤）を50%以上削減しても現行有機溶剤塗装方法と同等の塗膜品質（塗膜
平滑性）を実現している。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地はない

・県内企業の二酸化炭素塗装技術導入初期の製造品出荷額を成果指標とし
ていることから，事業の実施方法改善によって成果が向上することはない。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・企業等との連携のもと，産業技術総合センターが主体となり，二酸化炭素塗
装技術の実用化に向けた研究が概ね効率的に行われている。

事業費削減の
余地はない

・二酸化炭素塗装技術の実用化研究用の設備，器具，実験材料等最小限の
事業費を計上しており，それらを削減した場合，必要な試験を行うことができ
なくなるため，事業費削減の余地はない。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・研究成果があがってきており，二酸化炭素塗装の実用化に向けて継続して
実施する。

②事業を進める上での課題等

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・実用化に近く，県内企業への利用が見込まれる新たな大学等シーズを探索する。


